
    函　館　市

   健 全 化 判 断 比 率 等 の 概 要

   平成２２年度



　　 健全化判断比率等の概要について

１ 公表を義務付ける指標(健全化判断比率および資金不足比率) 

根拠法令：地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）

成立日　平成１９年６月１５日，公布日　平成１９年６月２２日

施行日　平成２１年４月１日（各指標の公表等については，平成２０年４月１日施行）

(単位：％)   

　ゴシック体が本市の基準

(単位：％)   

２ 健全化判断比率等の公表と適用

平成１９年度決算から公表が義務付けられ，平成２０年度決算から健全化判断の対象。

① 実質赤字比率

Ａ    早期健全化基準：11.25％

Ｂ    財政再生基準  ：20％

  Ａ＝一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における

　　　　　　　　　　　　　　　実質赤字の額　　　　　　　　　　　

  Ｂ＝標準財政規模(標準税収入額＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額)

【平成22年度決算】(単位：千円，％)

【基準値】(函館市の場合)

実質赤字比率 ＝

Ａ=△992,734(黒字)

Ｂ=73,083,194
＝ △1.35％ (黒字)

H22決算 早期健全化 財政再生 経　過

基　　　準 基　　準 措　置

 21･22
   年度
 ＝40%
 23年度
 ＝35%
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25 358.2

16.25
　 ～20

なし

・実質的な公債費の標準財政規模に対する
比率
…この比率が高まると財政の弾力性が低下し，他の
経費を節減しないと，収支が悪化し赤字団体になる
可能性が高まるもの

指  標  名 内           容

－

・普通会計の実質赤字の標準財政規模に対
する比率
…赤字額を標準財政規模と比較して示すことによ
り，その赤字の深刻度を把握するもの

①実質赤字比率

・全会計の実質赤字の標準財政規模に対す
る比率
…全ての会計の赤字・黒字の要素を合算し，地方公
共団体全体として見た収支における資金の不足の深
刻度を把握するもの

③実質公債費比率

②連結実質赤字比率

20－
11.25
　 ～15

④将来負担比率

・公営企業，出資法人等を含めた全会計の
実質的負債の標準財政規模に対する比率
…①～③の３指標は，それぞれ当該年度において解
消すべき赤字の状況や公債費等の負担の状況を示す
指標であるが，これだけでは，地方公共団体の負債
の状況や将来の収支見通しに係る十分な情報が得ら
れないため，決算年度末時点での地方公共団体に
とっての将来負担の程度を把握するもの

109.6 350

H22決算 経営健全化

基　　　準

温泉事業
18.4

病院事業
7.1

指  標  名 内           容

・公営企業ごとの資金不足額の事業の規模
に対する比率
…この比率が高くなるほど当該企業の事業規模に比
して累積された資金不足が発生しており，その解消
が困難となってくるなど，公営企業として経営状況
に問題があることとなる。なお，長期の経営により
将来解消可能と認められる資金不足額を解消可能資
金不足額として差し引くこととされている。

20⑤資金不足比率



② 連結実質赤字比率

連 結 実 質 Ｃ    早期健全化基準：16.25％

赤 字 比 率 Ｂ    財政再生基準  ：30％

  Ｃ＝連結実質赤字額：イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額

　  イ：一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち，

　　　　実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

    ロ：公営企業の特別会計のうち，資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

　  ハ：一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち，実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計

　　　　額

　  ニ：公営企業の特別会計のうち，資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

  Ｂ＝標準財政規模(標準税収入額＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額)

【平成22年度決算】(単位：千円，％)

    ※ Ｃの内訳 (単位:千円)

※△で表示されているものは黒字

＝

Ｃ=△2,561,093（黒字）
＝

Ｂ=73,083,194
(黒字)

【基準値】(函館市の場合)

△3.50％

      経過措置：H21･22年度＝40％
                H23年度   ＝35％

会      計 実質収支 会      計 資金過不足額

一般会計 △ 934,464 水道事業 △ 1,882,454

港湾事業 △ 25,140 温泉事業 45,464

奨学資金 △ 7,306 公共下水道事業 △ 1,062,071

母子寡婦福祉資金貸付事業 △ 25,824 交通事業 0

（一般会計等） △ 992,734 病院事業 1,142,074

国民健康保険事業 121,153 地方卸売市場事業 △ 28

自転車競走事業 579,944 風力発電事業 △ 663

老人保健医療事業 △ 10,051

介護保険事業 △ 424,779

後期高齢者医療事業 △ 76,948

計　① △ 803,415 計　② △ 1,757,678

合計 Ｃ (①＋②) △ 2,561,093

一般会計・特別会計(イ･ハ) 企業会計(法適･法非適)(ロ･ニ)



③ 実質公債費比率

実質公債費    早期健全化基準：25％

比　　　率    財政再生基準  ：35％

  Ｄ＝地方債の元利償還金

  Ｅ＝準元利償還金：イからホまでの合計額

　  イ：満期一括償還地方債について，償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合にお

    　　ける1年当たりの元金償還金相当額    

    ロ：一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち，公営企業債の償還の財

        源に充てたと認められるもの･････下水道事業の雨水分元利償還金など

    ハ：組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち，組合等が起こした地方債

　　　　の償還の財源に充てたと認められるもの･････未来大学の校舎分元利償還金など

　　ニ：債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの･････臨空工業団地購入費など

    ホ：一時借入金の利子

  Ｆ＝特定財源･････貸付金の元利償還金，住宅使用料，都市計画税など

  Ｇ＝元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

  Ｂ＝標準財政規模(標準税収入額＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額)

【平成22年度決算】(単位：千円，％)

H20年度単年度 9.5％

H21年度単年度 7.5％

３か年平均 8.2％

    ※ Ｅの内訳 （単位:千円)

(単年度)

＝ の３か年平均

7.8％

(Ｄ＋Ｅ)－(Ｆ＋Ｇ)

Ｂ－Ｇ

【基準値】

＝
(Ｄ=16,044,154＋Ｅ=2,957,134)－(Ｆ=2,972,386＋Ｇ=11,220,152)

Ｂ=73,083,194－Ｇ=11,220,152

区 分 金  額
イ 0

水道事業会計： 　　   　 104,099
温泉事業会計：　　　     　　  0
公共下水道事業会計：   1,033,791
交通事業会計：            68,794
病院事業会計：         1,323,602
地方卸売市場事業特別会計：66,150

ハ 122,874 広域連合負担金(公債費元利償還相当分)
土地購入分(第２次臨空工業団地ほか)：227,857
物品購入分(車両割賦購入費)：          7,505
その他(利子補給費)：                  1,372

ホ 1,090
合  計 2,957,134 ＝Ｅ

内       訳

ニ 236,734

ロ 2,596,436



④ 将来負担比率

   早期健全化基準：350％

   財政再生基準  ：なし

　Ｈ＝将来負担額：イからチまでの合計額

　  イ：一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

　　ロ：債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費等に係るもの）

　　ハ：一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込額

  　ニ：当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

　　ホ：退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち，一般会計等の負担見込額

　　ヘ：地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額，その者のために債務を負担している場

　　　  合の当該債務の額のうち，当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見

　 　 　込額

　　ト：連結実質赤字額

  　チ：組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

  Ｉ＝充当可能基金額：上記イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の

　　　　　　　　　　　基金

  Ｊ＝特定財源見込額

  Ｋ＝地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額

  Ｂ＝標準財政規模(標準税収入額＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額)

  Ｇ＝元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

【平成22年度決算】(単位：千円，％)

    ※ Ｈの内訳 （単位:千円)

【基準値】

＝将来負担比率
Ｈ－（Ｉ＋Ｊ＋Ｋ）

Ｂ=73,083,194－Ｇ=11,220,152

Ｂ－Ｇ

Ｈ=223,525,272－(Ｉ=8,883,597＋Ｊ=22,976,892＋Ｋ=123,818,837)
＝ 109.6％

区 分 金  額
イ 156,074,094

国営土地改良事業に係るもの：    　　　　　 15,191
依頼土地の買い戻しに係るもの：　　　　　  571,067
社会福祉法人の施設建設費に係るもの：　　1,582,806
その他（渡島廃棄物処理広域連合負担金）：  158,839
水道事業会計：          1,112,891
温泉事業会計：                404
公共下水道事業会計：   15,202,649
交通事業会計：            372,013
病院事業会計：         17,392,421
地方卸売市場事業特別会計：511,746

ニ 4,830,802 函館圏公立大学広域連合分
ホ 22,849,375

土地開発公社：          2,849,999
制度融資に係る損失補償：      975

ト 0 ＝Ｃ
チ 0

合  計 223,525,272 ＝Ｈ

ヘ 2,850,974

内       訳

ハ 34,592,124

ロ 2,327,903



⑤ 資金不足比率（対象は，法適用および法非適用の企業会計（７会計））

Ｌ    経営健全化基準：20％

Ｍ  （早期健全化基準に相当する基準）

　Ｌ＝資金の不足額 ：

　    資金の不足額（法適用企業）　＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　めに起こした地方債の現在高 － 流動資産）－ 解消可

　　　　　　　　　　　　　　　　　　能資金不足額　　　　　　　　　　 

      資金の不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　以外の経費の財源に充てるために起こした地方債現在高）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　－ 解消可能資金不足額　　　　　　　　　　　　　　　　

  ※ 解消可能資金不足額 ： 事業の性質上，事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じ

　 　る等の事情がある場合において,資金の不足額から控除する一定の額。

　※ 宅地造成事業を行う公営企業については，土地の評価に係る流動資産の算定等に関する特例

　　 がある。

　Ｍ＝事業の規模 ：

　　　事業の規模（法適用企業）　＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額

　　　事業の規模（法非適用企業）＝ 営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する

　　　　　　　　　　　　　　　　 　収入の額

　※ 指定管理者制度（利用料金制）を導入している公営企業については，営業収益の額に関する

　　 特例がある。

　※ 宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については，「事業経営のための財源規模」

　　（調達した資金規模）を示す資本及び負債の合計額とする。

【平成22年度決算】(単位：千円，％)

経営健全化基準以下

※979,494（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高

　 － 流動資産）－ 2,203,933（解消可能資金不足額）　→資金不足額が生じていない

経営健全化基準以下

※4,068,174（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高

　 － 流動資産）－ 2,926,100（解消可能資金不足額）

※上記以外の公営企業（法適用・法非適用）の特別会計では資金不足額が生じていない。

（地方卸売市場事業・風力発電事業・水道事業・公共下水道事業）

Ｍ＝246,599
(資金不足)

Ｌ＝45,464
＝

＝
Ｍ＝980,701

【基準値】

資金不足比率 ＝

温泉事業会計 18.4％

交通事業会計 　0％ ※

病院事業会計 7.1％ (資金不足)※
Ｌ＝1,142,074

＝
Ｍ＝15,964,734

Ｌ＝0


